


序　　　文

国際協力事業団は、スリ・ランカ実施機関との討議議事録（Ｒ/Ｄ）などに基づき、スリ・ラ

ンカの国立植物検疫所における病理・害虫検定と消毒処理分野の活動を円滑に行い、輸出入農作

物の移動の安全性を確保することを目的として、スリ・ランカ植物検疫所計画のプロジェクト方

式技術協力を平成６年７月１日から５年間の予定で実施してきました。

このたびはプロジェクト協力期間の終了を６カ月後に控え、活動実績などの総合的な評価を行

うとともに、今後の対応策などについて協議することを目的として、当事業団は平成11年１月17

日から同29日まで、農林水産省横浜植物防疫所東京支所長 前島 勇 氏を団長とする終了時評価

調査団を現地に派遣し、スリ・ランカ側評価チームと合同でプロジェクトの最終評価を行いまし

た。

本報告書は、同調査団によるスリ・ランカ政府関係者との協議および調査結果を取りまとめた

ものであり、本プロジェクトならびに関連する国際協力の推進に活用されることを願うもので

す。

終わりに、この調査にご協力とご支援をいただいた内外の関係各位に対し、心から感謝の意を

表します。

平成11年１月

国 際 協 力 事 業 団　　　
理 事　 亀   若   　誠　　　
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第１章　終了時評価調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

スリ・ランカにおける農業部門は国民経済の中心的役割を担っており、GDPの22.8％、雇用人

口の47.8％、輸出額の31.5％を占めている。しかしながら、米、タマネギなど一部農産物は生産

が不足し輸入せざるを得ない状況にある。このためスリ・ランカ政府は、米、サトウキビ、豆類

の増産による食糧自給の達成と農産物輸出の拡大による外資獲得を重点目標としている。

一方、過去にコーヒー、紅茶、ココナツなどは病害虫の侵入を受け、国家経済に大きな影響を

もたらした。今後、対外貿易の活性化に伴い、病害虫の侵入の脅威にさらされている。また、同

国の検疫体制の不備から農産物輸出が制約される事態にも直面しており、植物検疫体制の整備が

急務になっていた。

この事態を重視したスリ・ランカ政府は、1989年に植物検疫事業の充実強化を図るため、植物

検疫所の建設と機材の整備などを内容とする無償資金協力をわが国に要請してきた。あわせて

1991年４月にはこの施設を活用して効率的、効果的な植物検疫システムを整備するためのプロ

ジェクト方式技術協力を要請してきた。

それに対し国際協力事業団は、スリ・ランカの輸出入植物検疫にかかる基礎技術を移転すべ

く、無償資金協力で建設した国立植物検疫所（NPQS）において、1994年７月１日から５年間の

予定で病理検定、害虫検定、消毒処理に関する技術協力を実施している。このたび、討議議事録

（Record of Discussions：R/D）で合意された協力期間の終了を1999年６月30日に迎えるにあた

り、日本側とスリ・ランカ側は合同で、プロジェクト活動の総合評価を目的とした終了時評価を

実施することとした。

本終了時評価調査団派遣の目的は、以下のとおりである。

(1)  技術協力の開始から終了までの５年間の実績（調査団訪問後の予定も含む）と計画達成度

を、R/D、暫定実施計画（Tentative Schedule of Implementation：TSI）などの合意文書に基づ

き総合的に調査、評価する。

(2)  技術協力期間終了後の取るべき措置について協議し、結果を両国政府および関係当局に報

告、提言する。

(3)  今後類似のプロジェクトが実施された場合に、その案件を効果的に立案、実施するため、

本協力の実施により得られた教訓・提言を取りまとめる。
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１－２　調査団の構成

（氏名） 　   （担当分野） （所属）

前島　　勇 団長・総括 農林水産省横浜植物防疫所東京支所長

佐藤　成良 植物検定技術 農林水産省横浜植物防疫所調査研究部企画調整担当

消毒処理技術／田尾　政博
害虫検定技術

農林水産省門司植物防疫所次席同定官

若林　基治 技術協力 国際協力事業団農業開発協力部農業技術協力課

薗田　　元 評価分析 アイシーネット㈱開発計画・プロジェクト管理

１－３　調査日程

1999年１月17日（日）～１月29日（金）

順日 ）日曜（日月 査調びよお動移 地泊宿

１ 月１ 71 ）日（日 ボンロコ→田成：動移 ボンロコ

２ 81 ）月（日 MA ： ACIJ 日カンラ・リス在、せ合打所務事カンラ・リス
　　 敬表局金資国外省画企蔵大、敬表館使大本
MP 敬表省地土業農：

ボンロコ

３ 91 ）火（日 MA せ合打のとムーチ家門専：
MP せ合打内団：

ボンロコ

４ 02 ）水（日 MA ： （所疫検物植立国 SQPN カンラ・リス、議協・敬表）
　　 議協とムーチ価評側
MP 査調り取き聞のらかトーパータンウカ、査調設施：

ボンロコ

５ 12 ）木（日 MA 査調り取き聞のらかトーパータンウカ：
MP 査調り取き聞のらか官疫検港空：

ィデンャキ→ボンロコ：動移

ィデンャキ

６ 22 ）金（日 MA 議協・敬表局業農：
MP 議協・敬表ータンセ疫防物植明証子種：

ィデンャキ

７ 32 ）土（日 MA ボンロコ→ィデンャキ：動移：
MP 成作案草）ツッニミ（書告報価評、せ合打内団：

ボンロコ

８ 42 ）日（日 成作案ツッニミ、せ合打内団 ボンロコ

９ 52 ）月（日 MA 成作案ツッニミ：
MP 会価評同合のとムーチ価評側カンラ・リス：

ボンロコ

01 62 ）火（日 MA 会価評同合のとムーチ価評側カンラ・リス：
MP 成作ツッニミ：

ボンロコ

11 72 ）水（日 MA 成作ツッニミ：
MP 告報会員委整調同合、名署ツッニミ：

ボンロコ

21 82 ）木（日 MA ： ACIJ 本日カンラ・リス在、告報所務事カンラ・リス
　　 告報館使大
MP カンラ・リス：動移：

泊内機

31 92 ）金（日 田成→ 田成
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１－４　主要面談者

＜スリ・ランカ側＞

(1)  農業土地省

Mr. H. M. C. Kapilaratne 次官

Dr. Nimal Ranaweera 次官補佐

Dr. M. H. J. P. Fernando 農業局長

Sarath. L. Weerasena 種子証明植物防疫センター所長

Mr. S. M. C. Subasinghe 国立植物検疫所所長

Mr. S. P. Dharamawardana カツナヤケ国際空港検疫所所長

(2)  大蔵企画省

J. H. J. Jayamaha 対外資源局日本担当局長

＜日本側＞

(1)  在スリ・ランカ日本大使館

公文　　敦 二等書記官

(2)  JICAスリ・ランカ事務所

狩野　良昭 所長

尾上　能久 所員

(3)  日本側専門家チーム

池上　雍春 リーダー

中川　隆志 調整員

松谷　茂伸 くん蒸処理長期専門家

川下　　貴 害虫検定技術長期専門家

斉藤　範彦 植物病原マニュアル作成短期専門家

１－５　終了時評価の方法

(1)   合同評価チームの編成

R/Dにおける合意に基づき、本終了時評価調査は日本とスリ・ランカの双方による合同評

価チームが実施した。本調査団が日本側評価チームとなり、以下のメンバーがスリ・ランカ

側評価チームとなった。スリ・ランカ側評価チームは、農業土地省が本プロジェクトのカウ
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ンターパート以外から適任者を選定した。

Dr. D. M. N. Dissanayake: Leader

　　　Plant Pathologist, Rice Research & Development Institute, Batalagoda

Dr. D. S. P. Kurupuarachchi

　　　Irrigation Agronomist, Regional Agricultural Research Centre, Makandura

Dr. L. B. Kumarasinghe

　　　Entomologist, Plant Protection Service, Peradeniya

Ms. A. S. M. S. Mahanama

　　　Deputy Director, External Resources Department (ERD), Colombo

Mr. K. Romeshun

　　　Assistant Director, Ministry of Plan Implementation

(2)   計画のレビュー

評価の基準を明確に定めるために、まず、本プロジェクトの計画内容のレビューを行っ

た。基本的な計画文書として、R/Dに添付された基本計画とTSI（実施協議調査時）、詳細

TSI（計画打合せ調査時）のほか、計画打合せ調査時および巡回指導調査時に作成された

「現状把握調査表」がある。「上位目標、TSIおよび詳細TSIは表現が簡潔なため、より具体

的に到達目標を示す書き方とすべきではないか」との議論もあったが、すでにプロジェクト

終了直前であり、これまでに派遣された計画打合せ調査団・巡回指導調査団とも、特にこれ

らを指摘してこなかったこと、巡回指導調査団報告書に「スリ・ランカにおける植物検疫業

務が効果的・効率的に実施される」を上位目標と記述していること、計画打合せ調査団報告

書にプロジェクト目標として「国立植物検疫所において病理検定、害虫検定、消毒処理が円

滑に実施される」と記述されていて、これらは変更されてはいないこと、などを総合的に勘

案し、上位目標・プロジェクト目標については、従前の記述を参考に、より具体的に、以下

の評価サマリーを作成した。

  1）上位目標

効果的な検疫装置を用いた適切なペスト・リスク・マネージメントにより、輸出入のた

めの農作物の移動の安全性が確保される。

  2）プロジェクト目標

NPQSの技術職員が、スリ・ランカの植物検疫技術を改善するために必要な基本的技術

を獲得し、植物検疫官への知識と技術の移転を開始する。
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  3）成果

  a）技術移転コンポーネント

NPQSの技術職員が、病理検定、害虫検定、消毒処理に関する基本的な技術を獲得す

る。そのゴールは次のとおりである。

①　カウンターパートがTSIの項目に沿って必要な知識と技術を習得する。

②　カウンターパートに移転された知識と技術が技術マニュアルにより蓄積・保存さ

　れる。

③　カウンターパートが実験機材の維持管理に必要な知識を得て、適切な技術判断が

　できる。

  b）研修コンポーネント

NPQSにより、植物検疫官への有用な知識と技術の移転が開始される。そのゴールは

次のとおりである。

①　検疫官に有用な知識と技術を移転する研修プログラムが準備される。

②　研修プログラムの最初の部分が、現場の検疫業務に利用可能な研修教材を用いて

　実施される。

③　カウンターパートが、研修員のための適切な研修内容と研修手法を決定し、研修

　業務に役立つ研修教材を作成し、研修を計画・実施・評価するための知識とノウ

　ハウを獲得する。

  c）技術移転コンポーネントのサブゴール

①　病理検定分野

接種技術、抗血清技術、電気泳動技術、バクテリオファージ技術などの診断・検

定・検出技術の改善により、カウンターパートが、外国産病原菌と外国が警戒する

スリ・ランカ産の重要な病原菌など、スリ・ランカの植物検疫上重要な病原菌を同

定できる。

②　害虫検定分野

カウンターパートがスリ・ランカ産のGenera BactroceraおよびDacusに属するミバエ、

切り花に寄生する各種害虫など、重要な害虫・線虫を同定できる。

カウンターパートが各種検疫処理試験に必要な各種ミバエについて必要な数量を

飼育できる。

③　消毒処理分野

カウンターパートが臭化メチルおよびリン化水素によるくん蒸と危害防止に関する

体系的な知識と技術を習得し、検疫業務のためのくん蒸処理を効果的かつ安全に実

施できる。
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カウンターパートが蒸熱処理、低温処理について体系的な知識と技術を習得し、

選定された植物と農作物についてこれらを実施することができる。

(3)   情報収集

調査団は、評価調査に関する基本的なことがらについて農業土地省、各専門家、主要なカ

ウンターパートおよび空港・海港の検疫官に質問票をあらかじめ送付し、現地調査時に回答

を得た。また、個人インタビューとグループインタビューを実施して詳細な情報収集と意見

交換を行った。さらに、NPQS、空港検疫所、キャンディの植物防疫課、隔離圃場などの施

設を視察した。収集した情報は、できる限りスリ・ランカ側評価チームと共有した。

(4)  評価５項目による分析

調査結果に基づき、以下の評価５項目について分析を行った。分析結果についてはスリ・

ランカ側評価チームと協議のうえ、コメントを得て合意した。分析結果は第６章に詳述する。

  1）目標の達成度

・終了時までに「成果」および「プロジェクト目標」はどの程度まで達成できるか

（具体的な見込み）。

・「成果」と「プロジェクト目標」の達成を促進または阻害した要因は何か。

・達成された「成果」は「プロジェクト目標」の達成に結びついているか。

  2）効率性

・プロジェクトへの「投入」はどれだけ効率的に「成果」に転換されたか。

・「投入」の質・量・タイミング、およびプロジェクトの運営管理は適切であったか。

  3）インパクト

・プロジェクトによりどのような直接・間接のインパクトがもたらされたか、また、

もたらされると予想されるか（プラス面およびマイナス面）。

4）計画の妥当性

・プロジェクトの計画目標は、評価時点においても受益者のニーズを的確に反映し、

有効であるか。

・計画プロセス、活動計画は適切であったか。

5）自立発展性

・協力が終了した後も、プロジェクトによる成果や効果が持続あるいは拡大できると

期待できるか。
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第２章　要約

(1)  本調査団は、1994年７月から開始されたプロジェクト方式技術協力「スリ・ランカ植物検

疫所計画」が1999年６月30日に協力予定期間の終了を迎えるにあたり、５年間のプロジェク

ト活動の総合的な評価を行うとともに、その結果を踏まえて、協力終了後の対応策を検討す

るために派遣された。

(2)  調査は、スリ・ランカ側評価チームとの合同評価の形で、各プロジェクト・サイトを訪問

して協力の実施状況を確認するとともに、日本人専門家やカウンターパート（C/P）からの

聞き取り、関係者との意見交換などにより行われた。

(3)   この結果、本プロジェクトの活動は、討議議事録（R/D）および暫定実施計画（TSI）に

沿っておおむね計画どおり実施され、的確な投入と技術指導によってカウンターパートは植

物検疫に必要な病理、害虫、処理の基礎技術を習得し、マニュアル作成も進んでいることか

ら、プロジェクトの当初目標は1999年６月30日の協力期間終了時までにおおむね達成される

と判断された。

また、このため、本プロジェクトは、当初の協力予定期間をもって終了することが適当で

あると判断された。

(4)   R/DならびにTSIに定められた協力課題ごとに各団員が分担して調査を行ったが、当初目

標の達成状況およびそれを踏まえて予定どおり協力を終了するかどうかを判断するうえで、

以下の２点が焦点となった。

  1）くん蒸処理技術

選択された輸出相手国の検疫法令に合致した植物・農産物のための標準化された消毒方

法の開発について、スリ・ランカ側の対象作物（マンゴー）の選定の遅れ、開発試験とし

て必要な供試果実の品質・数量が揃わないなどの問題があり、標準消毒法確立のための

データとしては質的に不適切であったが、開発試験を実施するなかで、カウンターパート

は蒸熱処理装置等標準消毒法開発のための施設、機材の操作および保守管理などに関する

知識、技術を習得し、試験方法や操作マニュアルが作成されている。

標準化された消毒法開発のための試験マニュアルも、プロジェクト終了時までには、完

成する見込みであることから、当初目標は達成されると判断した。

  2）研修

研修計画、カリキュラム教材の作成および植物検疫に関する技術職員の研修の実施につ
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いては、研修担当の専門家が派遣されていないため、カウンターパートは各専門分野を担

当する専門家の指導を受けながら研修計画の立案、カリキュラム作成、テキスト作成を進

めた。研修を実施できたのは計画より遅れたが、空港・海港の全植物検疫官を対象に、全

員を３班に分け、勤務シフトの合間を縫ってカウンターパートが策定したカリキュラムに

従い、手製のテキストを使って実施された。

さらに、国立植物検疫所（NPQS）所長を委員長とする研修委員会を設置してカウン

ターパートが所要のテキストの見直しを行うほか、検疫官に対する初級・中級・上級の研

修カリキュラムを策定するとの方針が示されたことから、研修を維持・発展させる体制は

できたと考えられ、当初目標は達成されると判断した。

(5)   上記の問題はあるが、本プロジェクトはR/D、TSIによって定められた協力課題について

は、技術移転が着実に行われている。また、本プロジェクトで移転された技術の一部は、す

でに検疫現場で活用されており、NPQSの新設および活動は政府および民間の植物検疫に

対する認識を高め、植物防疫法の改正などスリ・ランカの植物検疫体制全体の見直し、改善

にも寄与するなど、大きな成果をあげたと評価される。

しかし、プロジェクトで移転された技術をさらに改善・発展させ、行政としての植物検疫

を今後スリ・ランカ側が独自で発展させられるかどうかについては、スリ・ランカ側の

行政・財政面などでのいっそうの努力が必要であると考えられる。特に重要だと考えられ

る事項については、「提言」として取りまとめ、合同評価報告書に明記した。

(6)   終了時評価調査の結果については、合同評価報告書に取りまとめ、スリ・ランカ側評価

チーム代表のDr. D. M. N. Dissanayakeとの間で署名を行うとともに、農業土地省次官との間

で同報告書の接受および同意に関するミニッツ（資料１）に署名を行った。
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第３章　協力実施の経緯

３－１　相手国の要請内容

(1)   プロジェクト名

植物検疫研究・事業計画

(2)  要請機関名

農業土地省

(3)  プロジェクト・サイト

ガンパハ県、カツナヤケ国際空港

(4)  プロジェクト目的

スリ・ランカにおいて効果的・効率的な植物検疫システムを開発すること。

(5)  協力内容

  1）輸入作物に付着する病害虫の迅速な検出方法の開発

  2）検出された病害虫の適切な除去（消毒）方法の開発

  3）検疫病害虫に対する処理（消毒）方法の開発

  4）研究目的のため輸入された検疫的に危険性の高い植物の隔離検疫の実施方法の開発

３－２　暫定実施計画

年
分区 4991 5991 6991 7991 8991 9991

.1 術技定検理病　
　　 tsePenitnarauQ 。るすと象対をのもたれさ定指に
)1( 善改の術技定検鏡微顕
)2( 技動泳気電、術技清血抗、術技種接のめたの定検
　　 善改の術技ジーァフオリテクバ、術
)3( 成作のルアュニマ定検理病

.2 術技定検虫害　
)1( 善改の術技定同
)2( 善改の術技育飼工人量大の類エバミ
)3( 成作のルアュニマ定検虫害

.3 術技理処毒消　
)1( 善改の術技理処蒸んく
)2( よお物植的目のめたの転移術技るかかに法方毒消

択選の物作農び　　
)3( す致合と令法疫検物植るけおに国入輸たれさ択選
　　 し化準標のめたの物産農びよお物植たれさ択選る
　　 発開の法方毒消た
)4( 成作のルアュニマ理処毒消

.4 修研　
)1( 成作の材教、ムラュキリカ、画計修研
)2( 施実の修研の員職術技るす係関に疫検物植
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３－３　協力実施プロセス

本プロジェクトの計画、実施の過程で、以下の調査が実施された。

(1)  無償資金協力プロジェクト「国立植物検疫所建設計画」

スリ・ランカ政府は、同国植物検疫体制の整備・強化を目的として、植物検疫所の建設と

空港・海港の植物検疫所への検疫機材の補充に関し、日本による無償資金協力を要請した。

この要請に応え、日本政府は基本設計調査の実施を決定し、JICAは1989年10月28日より同年

12月１日まで基本設計調査団を現地に派遣した。調査団は要請内容の確認、計画実施の背景

などの検討・討議を行い、本件に対する無償資金協力の可能性を検討した。

さらに、JICAは追加調査を1990年５月19日～31日の間実施した後、施設の基本設計、機材

の選定を行い、基本設計調査報告書にまとめ、現地説明を行った。結論として、同計画は①

植物検疫体制が強化される、②検疫官の研修により検疫能力の向上が図れる、などの効果が

期待され、さらに③植物病害虫の阻止により農産物の安定的な生産を促す、④農産物の輸出

促進に貢献できる、⑤農産物の増産に寄与できる──などの副次効果がもたらされること、

また運営体制、予算措置、施設の維持体制に特に問題がないと予想されることから、同計画

をJICAの無償資金協力により実施することが妥当であると判断した。さらに同報告書は、同

計画の実施にあたりスリ・ランカ政府から要請があったプロジェクト方式技術協力につい

て、その実施が強く望まれるとしている。

その後、1992年６月14日より７月２日に基本設計補足調査が実施された。補足調査では、

同計画がスリ・ランカの農産物の輸出拡大に貢献できるよう配慮し、農産物を安全で確実に

消毒処理するための技術を開発し、その実用化を図ることを計画の主要な目的のひとつとし

た。

また、同計画に関連する技術協力に関して、施設の完成前に、害虫の分類・同定と供試虫の

飼育準備、くん蒸処理の２分野の個別派遣専門家を派遣し、その後でプロジェクト方式技術

協力を実施することが強く望まれると提言している。

以上の調査結果を踏まえ、1993年11月に第１期分、1994年６月に第２期分の交換公文（E/N）

の締結が行われ、1994年４月から1995年５月にかけてコロンボ郊外のカツナヤケ国際空港

敷地内約８haに、総額約22億円を投入して施設建設、圃場整備および機材の整備が実施され

た。

(2)  プロジェクト方式技術協力事前調査

上記を受けて、1993年６月10日～24日にプロジェクト方式技術協力の可能性などを調査す

るための事前調査団が派遣された。同調査団はスリ・ランカ側の要請内容について確認する
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とともに、プロジェクト方式技術協力の妥当性を技術面と協力スキーム面から検討した。

その結果、本プロジェクトの基本計画を以下のように整理したうえで、プロジェクト方式

技術協力スキームとの整合性、技術面、カウンターパート配置および実施体制などの面か

ら、本プロジェクトを実施することが妥当であると判断した。なお、プロジェクト基本計画

の概要は団長レターに記載してスリ・ランカ側に提示されている。

 1）協力の実施方式

a）NPQSにおいて病理検定、害虫検定、消毒処理分野で基本的な技術の移転を行う。

b）上記分野の技術の改善とそのための的確なキーポイントの指摘、技術マニュアルの

作成を通じてカウンターパートの技術水準の向上を図る。

c）NPQS内で植物検疫関係技術職員を対象とした研修を実施する。

d）植物検疫全般に関する諸規則の整備、管理・運営、技術協力を通じて改善・開発され

た技術の普及について、農業局長および同局次長あるいはNPQS所長に対して随時助

言する。

 2）協力部門は、病理検定、害虫検定、消毒処理、研修の４部門とする。上記ｄ）については

特に協力部門としては設定せず、随時助言するものとし、各部門の具体的な協力範囲とそ

の手法が検討されている。その内容は、３つの技術移転分野については、技術移転の範囲

は実施協議調査時に合意された暫定実施計画（TSI）に最終的に記載された範囲とほぼ同じ

である。ただしマニュアル作成については「カウンターパートが確実に業務を遂行するた

め、ならびに他の技術者、さらには病害虫防除員や植物輸出入関係者に当該技術を普及さ

せるためのマニュアルの作成が必要である」とされ、検疫官やその他の関係者が利用でき

るマニュアルの作成までが想定されていた。また、研修分野については植物検疫官に対す

る基礎研修・応用研修のほか、農業技術指導員・病害虫防除員に対する研修、輸出入業

者・生産業者などに対する研修を、順次プロジェクト期間の第２年次、第３年次、第４年

次に開始し、できるだけ多くの者に対して実施することが想定されている。

さらに、本プロジェクト開始のための前提条件として以下の４点を指摘し、その実現につい

てスリ・ランカ側から文書により期限つきで明確な回答を求める旨を団長レターに記載した。

・NPQSの組織、人員、機能、法的位置づけの明確化

・NPQSでの必要な数の優秀なカウンターパートの確保

・関係部局からプロジェクトへの協力の確保

・プロジェクト予算の確保
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(3)   実施協議調査

上記を受けて、1993年12月２日～12日に、事前調査団の設定した４つの前提条件の確認

および基本計画に関する協議を実施し、スリ・ランカ側の実施体制を確認し、討議議事録

（R/D）に署名することを目的とした実施協議調査団が派遣された。

４つの前提条件について、調査団はスリ・ランカ側から文書または口頭による回答を得

て、これらが満足されるものと判断した。次に、基本計画を添付したR/D、TSIについて協議

し、合意した。さらに、以下の点についてスリ・ランカ側と合意し、ミニッツを作成した。

  1）農業省の組織改変に伴うスリ・ランカ側関係者の職位に関する確認

  2）カウンターパートの配置リストの提出

  3）手続きに必要な書式（A1、A2、A3、A4フォーム）の提出

  4）消毒機材の運用における安全措置の実施

  5）プロジェクトで利用する施設・機材の維持管理のための訓練を受けたリサーチアシスタ

　ントと維持管理職員の配置

  6）無償資金協力で供与された機材の利用にあたっては、事前に専門家に相談すること

  7）キャンディの農業局におけるプロジェクトマネージャー代行者の指名

  8）キャンディの農業局における事務スペースの確保

  9）NPQSにおける十分な業務スペースの確保

10）NPQSの隔離圃場と建設予定の住宅の隔離

11）上記で約束された期日の遵守

12）スリ・ランカ側とJICAスリ・ランカ事務所との密接なコミュニケーション

(4)   計画打合せ調査

プロジェクト開始から約８カ月を経過した1995年３月２日～12日に計画打合せ調査団が派

遣された。この調査団は、スリ・ランカ側の実施体制改変に伴うR/Dの改定署名を行うこ

と、TSIに基づく活動状況を調査し、その妥当性を検討するとともに詳細TSIを検討すること

を主な目的としたものだった。

協議の結果、R/Dの改定署名、詳細TSIの策定と署名を行い、本プロジェクトを円滑に推

進していくうえで重要なスリ・ランカ側が講じるべき以下の措置について合意し、議事録の

署名交換を行った。

1）しかるべきカウンターパートの配置

2）サポートスタッフの配置
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3）隔離圃場の整備

4）電話の外線接続

5）幹線道路へのアクセス道路整備

6）職員宿舎の整備

7）ローカルコストの確保

(5)   巡回指導調査（中間評価調査）

プロジェクト開始から３年目に入った1996年12月８日～21日に巡回指導調査団を派遣して

中間評価を行った。

病理検定、害虫検定、消毒技術については、ほぼTSIどおり進渉していることが確認され

たが、研修については1996年内に開始という当初計画から遅れ、未実施であることが判明し

た。そこで、研修内容を空港と海港の検疫官に限定し、1997年半ばから実施することとし

た。

さらに、NPQSの位置づけについてスリ・ランカ側と重点的に協議し、同検疫所がスリ・

ランカの植物検疫行政においてセンター的役割を果たすべきことを確認し、そのための具体

的提言として以下を合意した。

1）スリ・ランカ側はプロジェクト活動に必要な予算獲得のため、あらゆる努力をする。

2）スリ・ランカ側から要望があったペラデニア大学農学部長を合同調整委員会のメンバーに

加えることはしない。

3）空港、海港の検疫官、副検疫官への研修実施のために、研修コーディネーターを配属する。

4）職員住宅の整備を急ぎ、早急に入居する。

5）日本人専門家およびカウンターパートのための運転手を配属する。

３－４　中間評価結果のフィードバック状況

巡回指導調査団による中間評価の結果を受けて、研修コンポーネントの対象者とスケジュール

が修正され、空港・海港の植物検疫官に対する研修が実施された。

また、上記提言に沿ってスリ・ランカ側は研修コーディネーター１名をキャンディにおいて任命

したほか、運転手を雇用した。職員住宅の整備が急がれ、カウンターパートの数名が入居した。
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３－５　他の協力事業との関連性

(1)   無償資金協力

上記のとおり、無償資金協力「国立植物検疫所建設計画」により、本プロジェクトのプロ

ジェクト・サイトである国立植物検疫所（NPQS）が建設された。概要は以下のとおりであ

る。

1）施設：建屋部分4525m2（鉄筋コンクリート２階建）、電力、電話、給水（井戸取水、水

処理装置）、排水（水質管理）

2）機材供与：精密検定および消毒処理技術開発用機材、消毒および空港検疫所への補強機

材、事務・情報管理用機材、車輌その他

3）経緯：３－３－(1)  項に上述のとおり

(2)   ガンパハ農業普及改善計画

無償資金協力による農村総合開発計画を受けて、ガンパハ県のココナツ畑において、土地

の有効利用、農業生産の多様化が図られることを目的として、1994年７月１日から５年間の

予定でプロジェクト方式技術協力が実施中である。
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第４章　投入実績および達成状況

４－１　日本側投入実績

(1)   専門家派遣

討議議事録（R/D）および暫定実施計画（TSI）に沿って、チームリーダー、業務調整、病理

検定、害虫検定、消毒処理、の５分野について、合計６名の長期専門家を派遣した。そのほか

必要に応じて延べ22名の短期専門家を派遣した（詳細は表４－１および表４－２を参照）。

日本人専門家については、病理検定分野の専門家の突然の逝去により、１年半長期専門家

が不在となったが、３名の短期専門家を派遣することで対応した。他の分野についてはR/D

およびTSIに基づいて効果的に派遣され、円滑な技術移転の実施に貢献した。

表４－１　長期専門家派遣実績

trepxEfoemaN eltiTtsoP noitaruD

春雍　上池 ーダーリ　　 4991.raMdr3 ～ 9991.nuJht03

志隆　川中 整調務業　　 4991.luJdn2 ～ 9991.luJts1

伸茂　谷松 術技理処毒消　　 4991.luJdn2 ～ 9991.luJts1

雄哲　次末 術技定検理病　　 4991.luJdn2 ～ 7991.voNht91

治賢　田鶴 術技定検虫害　　 3991.rpAht7 ～ 6991.nuJht03

貴　　下川 術技定検虫害　　 6991.voNht51 ～ 9991.nuJht03

表４－２　短期専門家派遣実績

trepxEfoemaN eltiTtsoP noitaruD

二謙　戸大 査調虫害小微 5991.rpAdr3 ～ 5991.nuJdn2

範慶　林小 ASILE 術技定検 5991.tcOht61 ～ 5991.ceDht51

勝義　田小 定同類マウミザア 6991.naJht01 ～ 6991.raMht9

有　　松村 育飼量大エバミ 6991.naJht01 ～ 6991.raMht72

史浩下之竹 理処熱蒸 6991.beFht12 ～ 6991.raMht5

弥克　村関 フラグトマロクスガ 6991.nuJht61 ～ 6991.nuJht82

雄敏　上井 動泳気電 6991.guAht01 ～ 6991.guAht42

央好　野島 鏡微顕差相位 6991.voNht02 ～ 6991.ceDht4

郎一　波難 定検スルイウ 7991.naJht81 ～ 7991.raMht71

樹正　谷熊 定同類ミラジナコ 7991.naJht81 ～ 7991.raMht71

次代喜　原 付据電査走 7991.beFht4 ～ 7991.beFht81

穣　　地上 理処計統 7991.raMht91 ～ 7991.yaMht12

史浩下之竹 理処熱蒸 6991.guAht62 ～ 7991.peSht01

志康　木鈴 計度光光分線外赤 7991.peSht7 ～ 7991.peSht02

司賢　田平 虫線 7991.peSht92 ～ 7991.voNht82

治健　中田 定同目翅鱗小微 8991.naJht92 ～ 8991.raMht82

二達　原小 術技定検木接 8991.naJht92 ～ 8991.raMht82

弘勝　下木 置装理処温低 8991.beFht41 ～ 8991.beFdn22

男光　田吉 付据器心遠超 8991.yaMdr32 ～ 8991.yaMts13

雄睦　山高 成作ルアュニマ原病物植 8991.peSht01 ～ 8991.voNht9

文明　野水 術技礎基定同菌細 8991.tcOht02 ～ 8991.ceDht91

彦範　藤斉 成作ルアュニマ原病物植 9991.naJht01 ～ 9991.raMht9
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(2)   研修員受入

本計画の開始から調査時点までに、計16名の研修員を技術研修のため日本に受け入れた

（表４－３を参照）。これらカウンターパートの研修は計画どおり行われ、カウンターパー

トの技術向上に効果がみられた。

表４－３　研修員受入実績

traPretnuoCfoemaN noitisoP gniniarTfoeltiT noitaruD gniniartfoecalP

egaveDajarihtaP
ALAPIRIS

noitarepOQ/P
noitceS

疫検港空
5991.beFht72 ～
5991.raMht92

所疫防物植浜横

EKAYANANESlaL noitceStnemtaerT 止防害危蒸んく
5991.raMht31 ～
5991.yaMht42

所疫防物植浜横

ahtawadaK.D.D.D
IHCHCARA

noitceStnemtaerT
疫検物植
）修研団集（

5991.yaMht81 ～
5991.tcOht71

所務事疫防物植覇那

odnanreF.I.G.K noitceSygolomotnE 虫線
5991.voNht41 ～
6991.beFht4

・所疫防物植浜横
部究研査調

adogaddI.H.C noitceStnemtaerT 術技理処疫検
5991.voNht03 ～
6991.beFht11

・所疫防物植浜横
所支田成

arereP.S.G.W noitceSygolohtaP 学病スルイウ物植
5991.ceDht21 ～
6991.beFht6

・所疫防物植浜横
場圃和大

allumitteH.L.B.N.N noitceSygolohtaP 菌状糸物植
6991.raMdr3 ～
6991.rpAht92

・所疫防物植浜横
部究研査調

enutarayirA.D.K noitceStnemtaerT 理処疫検
6991.tcOht51 ～
6991.ceDdn22

・所疫防物植浜横
部究研査調

.H.A.S
amurepparadnuS

noitceSygolomotnE 虫殺エバミ
6991.tcOht51 ～
6991.ceDht8

所務事疫防物植覇那

odnanreF.P.J.H.M retneC.P.P.C.S 政行疫検
7991.naJht81 ～
7991.beFht4

所疫防物植浜横

entaralipaK.C.M.H
foyrtsiniM
dnaerutlucirgA

sdnaL
政行疫検

7991.naJht81 ～
7991.beFht4

所疫防物植浜横

ehgnihsareeW.P.S.A noitceSygolomotnE
疫検物植
）修研団集（

7991.rpAht01 ～
7991.peSdn2

所務事疫防物植覇那

.C.U.P.M.P.B.B.S
attawahaK

noitceSygolomotnE 虫害目翅鞘
7991.peSht9 ～
7991.voNht9

・所疫防物植浜横
部究研査調

irisaramAlaLhtaraS
fotnemtrapeD

dnaLdnaerutlucirgA
政行疫検

7991.tcOht62 ～
7991.voNht11

所疫防物植浜横

avliSed.Y.S.R noitceSygolohtaP 術技顕電査走
8991.beFht21 ～
8991.raMht71

所疫防物植浜横

eskapajaR.P.J.C noitceSygolomotnE 定同類ニダ
9991.naJht81 ～
9991.raMht61

所疫防物植浜横

(3)   機材供与

プロジェクト活動に必要な資機材が５年間で総額１億6075万円供与された。これら機材は

プロジェクト活動の強化に役立ち、プロジェクト終了後も活用されることが期待される。供

与実績は表４－４、表４－５のとおりである。機材利用・管理状況については資料４を参照。
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度年 4991 5991 6991 7991 8991

599,01 374,72 193,92 567,82 (008,34 額定予 )

表４－４　機材供与実績

期間：1994年７月１日～1999年６月30日　 　　（単位・1000円）

表４－５　専門家携行機材

期間：1994年７月１日～1999年６月30日 　　（単位・1000円）

度年 4991 5991 6991 7991 8991

623,4 845,4 458,4 662,5 (731,1 額定予 )

(4)   ローカルコスト負担

プロジェクトを効果的かつスケジュールどおりに運営するため、プロジェクト活動に必要

な運営費が５年間で総額1927万円負担された（表４－６）。

表４－６　ローカルコスト負担実績

期間：1994年７月１日～1999年６月30日 　　（単位・1000円）

度年 4991 5991 6991 7991 8991

費務業地現般一 114,2 952,4 958,4 000,4 (047,3 額定予 )

(5)   調査団派遣

当該計画にかかるスリ・ランカ側からの要請の発出後、協力計画の策定および合意ならび

に協力活動の円滑な実施・運営を図るため、本調査団を含め計５回にわたる調査団が派遣さ

れている。実施協議以降の調査状況は以下のとおりである。

  1）実施協議調査時

以下の項目について技術協力を行うことをスリ・ランカ側と合意し、協力内容をR/Dに

記載し署名した。

a）病理検定技術

①　顕微鏡検定技術の改善

②　検疫のための接種技術、抗血清技術、電気泳動技術、バクテリオファージ技術の改善

③　病理検定マニュアルの作成
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b）害虫検定技術

①　同定技術の改善

②　ミバエ類の大量人工飼育技術の改善

③　害虫検定およびマニュアルの作成

c）消毒処理技術

①　くん蒸処理技術の改善

②　消毒方法における技術移転のための目的植物・農産物の選択

③　選択された輸出相手国の検疫法令に合致した植物・農産物のための標準化された

　消毒方法の開発

④　消毒マニュアルの作成

d）研修

①　研修計画、カリキュラム、教材の作成

②　植物検疫に関係する技術職員の研修の実施

  2）計画打合せ時

スリ・ランカの国家行政組織の改編に伴い、関係機関の名称変更などにかかる部分

についてR/Dの改定・署名を行った。また、上記各活動項目をブレークダウンし、TSIを

策定、署名した。

  3）巡回指導調査時

a）実施運営上の問題点として、スリ・ランカ植物検疫行政における国立植物検疫所

 （NPQS）の位置について、NPQSがスリ・ランカの空港・海港を統括するものとするよ

う提言し、スリ・ランカ側も同意した。運営方針自体はこれまでの合意事項の延長線上

にあることが確認され、軌道修正は必要ないと判断された。

b）各分野の進渉状況は、病理検定、害虫検定、消毒処理の３分野についてほぼTSIどお

りに進渉しており、研修分野に遅れがみられるものの1997年半ばより開始することをス

リ・ランカと合意し、軌道修正の必要性はないと判断された。

４－２　スリ・ランカ側投入実績

(1)   建物および施設

スリ・ランカ政府は、日本の無償資金協力（総額約22億円）で建設されたNPQSの施設、

事務所、試験圃場など、必要な施設を本プロジェクト実施のために提供した。
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(2)   予算配置

本プロジェクトに対するスリ・ランカ側ローカルコストは、空港検疫所の予算を含め、

1994年から1998年までに総額544万1500ルピア（約1000万円）が予算措置され、執行された

が、不十分であった（表４－７）。

表４－７　スリ・ランカ側予算

      〔単位・ルピア（Rp）〕

度年 4991 5991 6991 7991 8991

額総 00.000,371 00.000,295 00.005,164,1 00.000,564,1 00.000,057,1

(3)   人員配置

現在まで所長および事務管理職員を含め合計41名のカウンターパートが配置され、プロ

ジェクト運営に貢献した。ただ、カウンターパートの交代によりプロジェクト活動に支障を

きたすことが懸念されたが、専門家の努力により乗り切ることができた。
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第５章　活動実績および達成状況

５－１　病理検定技術

(1)   顕微鏡観察技術の改善

植物病害の診断・同定およびその病原体の検出のための基礎技術である顕微鏡観察技術を

スリ・ランカの検疫技術として改善するために、①培地作製技術と②病徴診断の２つにブ

レークダウンし、カウンターパートと専門家（長期／短期）が共同して同国に発生する病害

の診断・同定を行うことにより、それぞれの技術の移転を図った。

細菌、糸状菌の分離・保存用培地の作製、顕微鏡観察技法、分離・培養などの無菌操作法

など、実験室内の病理試験の基本技術の移転は、主に長期専門家があたった。また、特定の

病原細菌・糸状菌の診断・同定を目的とするいくつかの個別技術の移転、たとえば分離用・

識別用培地あるいは細菌の簡易診断用培地の作製、診断・同定技術（走査電顕観察を含む）

についてはカウンターパートの日本研修あるいは日本からの短期専門家の派遣によって行わ

れた。

これらの技術移転は、主にカウンターパートと専門家（長期／短期）がスリ・ランカ国内

で病害調査を行い、収集した標本を材料として病害の診断・同定を行う方法によった。

カウンターパートは、これらの技術に関する基本的知識は有しているものの、経験が乏し

かったが、本プロジェクトの実施によって一連の技術を体得した。また、これらの基本技術

と以下に詳述する特定の検定技術の移転の過程でスリ・ランカに未記録の病害の発生や既発

生である病原細菌に新たな寄主のあることも確認された。

  1）特記すべきものは、次のとおりである。

・ジャガイモウイルスのELISA検定でスリ・ランカ未記録のジャガイモウイルス（Potato

virus S）を確認したこと

・同国既発生のパパイア輪点ウイルスはＰ系統であると確認したこと

・同国内で栽培されるカンキツはトリステザウイルスでかなり高率に汚染されていること

・カンキツグリーニング病がPCR法により確認されたこと

・罹病したダイコンから分離された細菌がジャガイモ黒脚病菌であると、簡易同定法によ

り同定できたこと

2）その他、診断・同定（推定）された主な病害または病原体は以下のとおりである。

 a）細菌病

・スリ・ランカ国産トマト青枯病（Ralstonia (=Psuedomonas) solanacearum）

・同ジャガイモの萎凋病（Erwinia carotovora subsp. atroseptica）

・同カンキツかいよう病（Xanthomonas campestris pv. citri）
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b）糸状菌病

・日本産リンゴの疫病（Phytophthora palmivora他）

（スリ・ランカに輸入許可済み）

・日本の輸入カンキツの腐敗（Botrytis sp. Geotrichum sp.）

（スリ・ランカに輸入許可済み）

・スリ・ランカ産マンゴー（Pestalotia sp. Coletotrichum sp.）

c）ウイルス病

・ジャガイモウイルス（potato leafroll virus, potato virus X）

・カーネーションのウイルス（carnation ring spot virus）

今後、カウンターパートは未経験の病害に遭遇してもこれらの習得した技術を応用して診

断・同定することができ、スリ・ランカの検疫技術の発展に寄与するものと思われる。

しかし、カウンターパートの得た技術は同国の必要とする検疫技術のすべてを満たすもの

ではなく、今後は関連文献の収集、病害標本の集積、診断・同定経験の蓄積などにより強化

することが望まれる。

(2)  接種検定、抗血清検定、電気泳動検定及びバクテリオファージ検定技術の改善

特定の病原体の検出を目的としている①接種検定、②抗血清検定、③電気泳動検定および

④バクテリオファージ検定について、カウンターパートと専門家（長期／短期）が共同して

スリ・ランカ国内で採取した標本または試験用の参照資料を用いて試験することにより、個

別の検定技術の移転が図られた。接木検定、ELISA検定、電気泳動検定、バクテリオファー

ジ検定などの特定の技術分野については、主に短期派遣の専門家の投入により効果的に技術

移転が行われた。

具体的な移転技術の内容は次のとおりである。

  1）接種検定技術

・ウイルス接種用の草本検定植物の栽培・管理技術

・汁液接種技術

・カンキツウイルス病検定用植物の栽培・増殖技術

・接木接種技術

・病徴観察技術

  2）抗血清検定

・ウイルス純化技術（PVX）

・抗ウイルス（PVX）および抗細菌（カンキツかいよう病菌）の抗血清作製技術



－ 22－

・スライド凝集反応

・ゲル内拡散法

・ジャガイモウイルスのELISAおよびDIBA法

  3）電気泳動検定

・カンキツかいよう病のたんぱくの文画

・植物ウイルスの核たんぱくの文画

・カンキツグリーニング病原細菌の核酸の抽出およびPCR産物の電気泳動による検出

  4）バクテリオファージ検定

・バクテリオファージ検定によるカンキツかいよう病菌の検出

  5）植物病原細菌の細菌学的試験法および簡易同定（西山1978）

その結果、カウンターパートはこれまで得ていた知識に加えて貴重な技術・経験を蓄積す

ることになった。

これらの試験を行う中で抗血清の作製、PCR試験の実施、文献入手については、日本側か

らは横浜植物防疫所調査研究部を中心とする日本側試験・研究機関、大学など、スリ・ラン

カ側からは医学研究所、植物遺伝資源センター、ペラデニア大学などから協力があって初め

て得られたものである。このような交流は今後の国立植物検疫所（NPQS）における技術発

展に大いに貢献するものであり、大いに進めるべきである。

(3)  病理検定マニュアルの作成

植物病害の診断、その病原体の検出・同定などにかかる検疫技術をスリ・ランカへ移転

し、同国植物検疫官へ普及を図るため、現在、カウンターパートが専門家（長期／短期）と

共同作業で病理検査マニュアルの作成を行っているところである。

基本技術、個別技術の移転が行われ次第、病理マニュアル作成に取りかかってきたが、

1997年11月の長期専門家の突然の逝去により計画が大幅に狂うこととなった。このため、短

期専門家が急きょ派遣され、マニュアル作成にあたっている。

作成を始めるにあたっては、検疫活動で最も重要な事柄であるスリ・ランカで検疫対象と

すべき病害に関する知識、技術について記述する個別の解説マニュアル作成を手始めとして

いる（データベースの構築）。

マニュアル作成では、優先する病害の綿密な調査に基づいてスリ・ランカの重要作物の病

害、同国が侵入を警戒する病害が選択された。マニュアルを作成する病害の選択にあたって

は、スリ・ランカの植物検疫法規がAPPPC（アジア・大平洋地域植物検疫委員会）のA1お

よびA2リストを参考にして作成されているので、その規程に基づき、重要未発生病害と同
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国の基幹作物の重要病害を優先して作成を行っている。

これまで細菌、糸状菌、ウイルスの解説マニュアルがあわせて９点を完成しており、プロ

ジェクト終了までさらに追加される予定である。なお、この作業を行うなかで、スリ・ラン

カに発生する糸状菌病について、その病原体の図説の編集も終了している。

個別病害マニュアルの作成優先度の決定、文献・資料の収集方法などの技術がカウンター

パートに移転されている。これら技術移転を通じて、カウンターパートが自立して各種のマ

ニュアルの作成が行えるようになるものと期待される。

(4)  まとめ

上記の項で述べた改善された実験室での基礎技術および特定の検定技術は、取りまとめら

れて出版物（JICA/NPQS Occasional Paper No.1およびNo.2、＊：資料６参照）あるいは専門

家とカウンターパートの報告書となっており、これらがNPQSのスタッフの技術マニュアル

として利用できるものと考える。これらのマニュアル作成の努力は、今後の検疫技術発展、

検疫官の技術向上のために継続すべきである。

スリ・ランカの植物検疫の現状では、本プロジェクトにより移転した病理検定技術が十分

に活用できる環境に至っていないといわざるを得ないが、今後の検疫体制の整備・発展に必

ず役立つものと期待したい。

＊：Perera, W. G. S., Suetsugu, T., and Saito, N. (1998) Occurrence of papaya ringspot potyvirus

　　strain P in Sri Lanka, JICA/NPQS Occasional Paper No.1.

　　Jayasekara, J. S. and Suetsugu, T. (1998) Studies on the diagnosis of Xanthomonas campestris

　　　(Pammel) Dowson pv. citri (Hasse) Dye 1978, JICA/NPQS Occasional Paper No.2.

以上、各200部を印刷、スリ・ランカ、日本ならびに海外の植物検疫および試験研究関係

機関ならびに大学などに配布済み（スリ・ランカ34カ所、海外68カ所ならびに日本国内198

カ所）。

５－２　害虫検定技術

(1)   同定技術の改善

カウンターパートは、長期専門家と共同でスリ・ランカで採集された熱帯果実を加害する

ミバエ類の検索表を作成しており、経済上重要な種類を含むBactroceraおよびDacus属に属す

るミバエ類約30種類を同定することが可能となったので、同定技術は満足できるものと判断

された。

ミバエ類以外の重要害虫を数多く含むアザミウマ、コナジラミ、微小チョウ目、微小甲虫
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目については、短期専門家がスリ・ランカに派遣されたり、カウンターパートが研修のため

に来日するなどして、標本作成技術および科や属レベルの同定技術がスリ・ランカ側に移転

され、また、各分類群に属する特定の種類（たとえば、Thrips palmi、貯穀加害性のチョウ目

および甲虫目等）についても同定が可能であると判断された。

線虫については、輸出用植物の検査で、輸入国の検疫上の要求により特定の植物寄生性線

虫（Rhadopholus similis）がいないかどうかを調べる必要があり、当該線虫の検出・同定作

業を頻繁に行っているので、一定の同定技術は有しているものと判断された。

以上のことから、ミバエ類はもちろん、ミバエ以外の上述の分類群についても、各カウン

ターパートは基本的な同定技術は十分習得していると判断された。

スリ・ランカにおけるこれらの分類群に属する種類数についての調査はまだ十分なされて

いないと思われるので、今後は標本の集積が重要である。また、詳しく同定を行うためには

関係文献を収集する必要があるが、そのためにはスリ・ランカ国内の大学や試験場など他の

専門機関と密接に情報交換することが大切である。

なお、スリ・ランカ側評価調査チームとの最終調整時にアブラムシ、カイガラムシ、コナ

カイガラムシなどの同定技術について短期専門家派遣の要請が新たに出されたが、これらと

同じ分類群（半翅目、ヨコバイ亜目、腹吻群に属する）のコナジラミ類についてはカウン

ターパートがすでにマスターしているので、あとは標本や文献さえ整備されれば同定が可能

であると判断された。したがって新たな専門家を派遣するほどではないものと考えられ、ス

リ・ランカ側独自で努力すべき旨、スリ・ランカ側へ伝えた。

(2)  ミバエ類の大量人工飼育技術の改善

ミバエ類の人工飼育を開始する前に、トラップ調査と寄主植物調査を実施した結果、

Bactrocera dorsalis（ミカンコミバエ）、B. cucurbitae（ウリミバエ）、B. kandiensisおよびB.

tauの４種類のミバエが後述の消毒試験に使用するマンゴーを加害することが判明した（ほ

かにも２種類のミバエがマンゴーから発見されたが、発見頻度は低かった）。

これら４種類について、短期専門家が日本から携行した人工飼料を用いてカウンターパー

トに飼育指導した。カウンターパートは飼料の調合から採卵、幼虫飼育、蛹の回収、成虫の

飼育に至るまで、大量飼育のための一連の作業手順を習得した。

なお、前回の巡回指導調査団の報告で①ミバエ類飼育中のコンタミネーション、②ミバエ

飼育室の室温を一定に保てない、などの問題が指摘された点については改善され、現在は問

題なく飼育が継続されていた。また、計画的かつ安定して供試虫を生産するために、飼育の

基本となるミバエの生活史、飼育密度などについても調査されていた。

現在は日本産材料（たとえば、幼虫飼料である小麦フスマ、成虫の餌であるたんぱく加水
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分解物などは日本産のものを使用している）を使わず、スリ・ランカ産の材料で代替できる

方法を長期専門家と共同で探索・改良中である。

(3)  害虫検定および大量飼育マニュアルの作成

ミバエ類に関する同定マニュアルと大量飼育マニュアルについては作成されていた。ま

た、線虫、アザミウマについては検出方法、基本的な形態の解説あるいは科や属までの同定

マニュアルが作成されていた。コナジラミ、微小チョウ目、微小甲虫目については現在作成

中であるが、本プロジェクトが終了するまでには完成するとのことである。また、ダニ類の

担当カウンターパートは日本に研修のため派遣中であるが、NPQSに戻った後、本プロジェ

クト終了までに同定マニュアルを作成する旨の回答があった。

５－３　消毒処理技術

(1)   くん蒸処理技術の改善

臭化メチルくん蒸に関しては、まず、基礎知識として危害防止のための注意事項、薬剤の

特性およびその取扱いなどはもとより、くん蒸庫の使用法についてはNPQSにある30リット

ル、１m3の試験用くん蒸ボックスと6m3、30m3のくん蒸庫を用いてくん蒸作業を実習するこ

とにより、カウンターパートはすでにくん蒸技術を習得していた。

さらに、1997年から1998年にかけ、輸出用切花、切葉のスリ・ランカの消毒基準を確立す

る試験として、基準薬量、くん蒸時間を明確にしつつ、輸出前に臭化メチルくん蒸を130回

実施した。

このようにくん蒸作業を繰り返し実施したことにより、カウンターパートは臭化メチルく

ん蒸を独自で安全にかつ適切に実施できるものと判断された。

リン化水素くん蒸については、実験室レベルで基本的な操作技術をカウンターパートに移

転したが、すでに海上コンテナを改造した施設はあるものの、これを用いて技術移転を行う

のに必要な大量の穀類などが、スリ・ランカ側の予算不足によって入手できないために、バ

ラ積み穀類のくん蒸操作を経験することができなかった。

(2)  標準化された消毒方法の開発

1996年10月の合同委員会において、スリ・ランカ側から輸出有望な植物および農産物とし

て、マンゴー、パパイアおよびバナナの提示があったが、決定に至らず、1997年５月によう

やくマンゴー（カルタコロンバン種）を対象植物とすることが回答された。しかし、輸出対

象国については未決定のままであったので、やむを得ず、暫定的に日本に輸出することを想

定して、蒸熱処理技術を移転した。
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当該処理を通してカウンターパートは、前述４種のミバエをマンゴーに寄生させた果実

（１果に１種類のミバエを寄生させた）を処理する殺虫効果調査、蒸熱により発生する果実

への障害を調べる果実障害調査の方法やこれら調査の組み立て方を習得した。さらに、調査

の結果から得られたデータの統計解析法についてもカウンターパートは熟知していた。

外国への輸出を前提とする消毒処理試験において正確なデータを得るためには、処理する

果実の大きさ、熟度などの品質が統一されたものである必要があるが、①本プロジェクトに

対するスリ・ランカ側の予算不足、②マンゴー果実の品種、品質の不安定性などのため、一

度に品質が統一された果実を大量に入手することは難しく、そのために標準消毒法開発試験

の試行が遅れ、また、その内容も不十分なところが残った。この問題についてはスリ・ラン

カ側も理解していた。

低温処理については、熱帯果実（マンゴー、バナナ、マンゴスチン、パッションフルーツ

等）やカンキツ類を処理し、この処理を通してカウンターパートは処理機の操作法を習得し

た。今回の処理結果ではマンゴーとカンキツ類が低温に強いことが示唆されたが、今後は対

象果実の低温処理を繰り返し、機械操作に慣れ、正確で基礎的なデータを積み上げることに

より、対象果実の低温に対する抵抗性が明らかになるであろう。

(3)  消毒処理マニュアルの作成

空港・海港の検査官に対するくん蒸と蒸熱処理の機械操作マニュアルは作成されていた。

本プロジェクト終了までには、各消毒処理の理論、薬剤の特性、関連機材類の使用法および

各消毒処理作業手順などをまとめた総合的なマニュアルが作成される見込みである。

５－４　研修

(1)   研修計画、カリキュラム、教材の作成

研修教材については、カウンターパートが他のカウンターパートと知識と技術をNPQS全

体のものとして共有するためのマニュアルをもとに、空港・海港の検疫官を対象とした教材

を作成するものである。検疫技術各セクションの教材の作成に関しては、すべてのセクショ

ンで、専門家とカウンターパートが協議して作成を決定したマニュアルについて、多くの原

稿がカウンターパートの手によって完成しており、スリ・ランカ側で十分な印刷・刊行費を

手当てできれば刊行可能である。

また、カウンターパートが中心となり、プロジェクト終了までにはマニュアルが完成し、

検疫官に対する研修用教材が作成されることは可能である。

研修計画の立案、カリキュラムの作成に関しては、カウンターパート独自による研修計画

の立案や、研修内容、手法などのカリキュラムの作成が十分にできていない。そのため、カ
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ウンターパートに対し研修計画の作成法、カリキュラムの作成方法について技術移転が不十

分である。ただし、プロジェクト終了までに研修計画、カリキュラムの作成がカウンター

パートに対する技術移転も含めて進行中であるので、プロジェクト終了までに研修計画、カ

リキュラムは作成されるものと判断される。

また、別問題として、消毒処理基準、検査基準などが制定されていないため、現場の検疫

技術として具体的にどのような技術が必要なのか不明確であり、各研修内容は明確に決定で

きない。今後、消毒処理基準、検査基準などを制定し、本プロジェクトの技術を現場に効果

的に利用すべきである。

(2)  カウンターパートによる空港・海港の検疫官、副検疫官に対する研修の実施

1997年１月に実施された巡回指導調査において、研修の対象者は空港および海港の検疫

官、副検疫官と定められた。研修の開始が遅れたのは、プロジェクトに研修担当専門家が

配置されていなかったこと、スリ・ランカ側の対応が研修コーディネーターをキャンディに

配置するにとどまったことが主因であると判断される。1997年半ばからカウンターパートが

自ら作成したカリキュラム、テキストを用いて、空港・海港に勤務する全検疫官を対象に、

３回に分けて基本的研修が実施されている。

今後、カウンターパートが研修用教材を用いて、研修計画に従い、カウンターパート独自

で研修を実施・評価することが重要である。可能ならば、プロジェクト終了までに完成した

教材を用い、研修を一度実施することが望ましい。また、農産物輸出入業者およびその生産

者に植物検疫の意義と重要性ならびに検疫処理法について理解させることも重要である。
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第６章　評価結果

６－１　目標の達成度

本プロジェクトは「スリ・ランカにおける植物検疫業務が効果的・効率的に実施される」こと

を上位目標とし、「国立植物検疫所において病理検定、害虫検定、消毒処理が円滑に実施され

る」ことをプロジェクト目標として実施された（ただし評価サマリーでは、これらの目標をより

具体的な表現を加えて作成している）。これから明らかなように、本プロジェクトの主目標は

「技術移転」であり「研修」はこれを補完する地位にある。したがって、以下の達成状況の記述

は、便宜上２つの分野に分けて記述するが「研修は各技術移転分野の一部にすぎない」ことを、

改めて明記しておく。

終了時評価の時点では、以下に記述するように、主目標である技術移転に関してはおおむね当

初計画を達成できるものと判断された。研修に関して合同評価チームは、プロジェクト期間中に

研修計画を策定し、できればその一部をプロジェクト期間中に実施すべきことを提言した。これ

が実施されれば、本プロジェクトはその目標を達成できると判断される。

(1)  技術移転コンポーネントの目標達成状況

  1）カウンターパートの技術習得

分野によっては進渉の遅速がみられたが、暫定実施計画（TSI）に示された３分野（病

理検定、害虫検定、消毒処理）でのカウンターパートへの技術移転はプロジェクト終了ま

でに十分に完了できる見込みである。専門家の評価、カウンターパートの自己評価やカウ

ンターパートに対するインタビューの内容などから総合的に判断して、評価サマリーに示

された技術移転の到達目標はほぼ達成され、カウンターパートは移転された基礎技術を十

分にマスターできると考えられる。

また、本プロジェクトでカバーされなかった一定範囲の害虫や病気に関しても、必要な

技術情報が利用できれば、カウンターパートは移転された手法を応用することによりス

リ・ランカに必要な追加的な技術開発を行うことが可能であると考えられる。

  2）マニュアル作成

本プロジェクトで作成されるべきマニュアルの目的は、本来技術の蓄積であり、このため

には、カウンターパートが自ら作成するマニュアルのほかに、派遣された多くの短期専門

家がカウンターパートとともに作成した業務報告書が大変優れたマニュアルとしての側面

を持つこと、この作業を通じてマニュアル作成技術がカウンターパートに移転されたこと

を明記する必要がある。
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これに関連して合同評価チームは、残るプロジェクト期間中に「業務用＝検疫官研修

用」マニュアル作成のためのノウハウをカウンターパートに移転する必要を指摘したが、

カウンターパートは現場検疫官に対する研修実施の経験があり、今後現場で必要とされる

技術内容が明らかになれば、それに応じたマニュアルの作成は十分可能である。

3）機材の維持管理手法の習得

専門家の報告と本調査団の質問に対するカウンターパートの回答によれば、本プロジェ

クトにより新たにスリ・ランカに導入された高度な機材、たとえば各種のくん蒸設備など

について、カウンターパートは安全上の措置を含めた取り扱い方法に十分に習熟した。

また、機材の不調や故障に関しては、マニュアルに基づきその原因を検討し、必要な措置

をとることができる知識を得たものと考えられる。ただし、これらの機材の一部にはマイ

コンが組み込まれるなど技術的に高度なものがあり、メーカーのサポートを得なければ故

障に対処できない。その場合、機材が適切に維持されるかどうかはむしろ予算の問題であ

り、カウンターパートはメーカーのサポートを得るための知識を持っていれば十分であ

る。

なお、この項目はTSIには明示されていないが、無償資金協力によるものも含めて多額

の機材が本プロジェクトに投入されていることを考慮し、主に自立発展性（サステナビリ

ティー）を判断する視点から評価サマリーに含めたものである。

(2)  研修コンポーネント

討議議事録（R/D）やTSIには研修対象者や詳細スケジュールは明示されていない。事前

調査において植物検疫官以外にも、広範囲の関係者を対象に研修を実施することが想定され

ていたが、中間評価の段階で、空港・海港の検疫官のみを対象とすることに変更された。こ

れを受けて、1997年の後半から、空港・海港の検疫官全員を対象とする研修がカウンター

パートの作成した教材とカリキュラムによって実施された。

研修実施が当初計画より遅れた理由としては、当初のスリ・ランカ側の要望が過大であっ

たこと、合意に基づいて研修コーディネーターは配置されたもののキャンディに勤務し、本

プロジェクトの研修にはほとんど関与してこなかったこと、合理的な作業手順として移転が

終わらない技術のマニュアルは作成できないこと、研修専任の長期専門家が派遣されていな

かったこと、などがあげられよう。

本調査団は残り期間に体系的研修プログラムを準備すること、そのプログラムの一部でも

プロジェクト期間内に実施すべきこと、研修のための作業部会を国立植物検疫所（NPQS）内

に設置し、総合調整にあたるカウンターパートを任命すべきことを提言した。これを受けて、
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プロジェクトはただちにNPQS所長を長とする研修委員会を発足させたので、終了までにプ

ロジェクトと一部所要の教材が作成され、研修活動に関するノウハウが移転されると期待さ

れる。

(3)  その他の成果

独立した協力部門として設定されなかったためにR/DとTSIには明記されていないが、事

前調査の時点では「植物検疫全般にかかる諸規則の整備、管理・運営、技術協力を通じて改

善・開発された技術の普及について、農業局長および同局次長あるいはNPQS所長に対して

随時助言する」ことが計画されていた。

これに従って、専門家は随時、農業局長、種子証明植物防疫センター所長、NPQS所長に

対して上記の助言を行い、必要に応じて資料提供などを行ってきた。活動や実績の詳細は記

録されていないが、インパクトの項で述べるように、本プロジェクトにより植物検疫に関す

る法制度や組織体制の整備が促進され、その過程で専門家の助言が活用されてきたと考えら

れる。

６－２　実施の効率性

以下に述べるさまざまな観点から総合的に判断して、本プロジェクトの実施の効率性はあまり

高くはなかったが、おおむね満足できる水準にあるといえる。

(1)  人材の投入

必要な専門知識と経験を持つ長期・短期専門家が適切なタイミングで派遣されてきた。専

門家の資質は十分で、派遣元である植物防疫所を通じたさまざまな技術的サポートもあり、

カウンターパートに対する適切な技術指導と助言が行われた。また、本プロジェクトの実施

に先立ち個別派遣専門家として派遣されていた２名の専門家がそのまま本プロジェクトの長

期専門家として赴任し、技術情報の収集など本プロジェクトの準備作業を行ったが、これは

本プロジェクトの実施の効率性を高めることにつながった。

プロジェクト開始当初はカウンターパートの人数も少なく、重要な部門に空ポストがあり

心配されたが、その後、しだいに人数が増加し、最終的には十分な人数のカウンターパート

が配置された。カウンターパートはほとんど植物検疫の実務経験を持たない者だったが、多

くは十分な学歴を持ち、専門分野の知識を備え、本プロジェクトによる実務研修を通して技

術を習得できるだけの能力を備えていた。

日本とスリ・ランカ双方は熱心に共同作業に取り組み、コミュニケーション上の障害が多

少あったものの、技術移転は着実に行われた。派遣された長期専門家６名のうち３名は５年
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間の全期間を通じて本プロジェクトに携わった。またカウンターパートのうち11名が５年間

を通じ、途中で交代することなく本プロジェクトに配属された。したがって、本プロジェク

トにおける共同作業の継続性は比較的高かったといえる。しかし、消毒処理分野においては

中心的なカウンターパートのひとりが途中で交代したため、消毒処理施設の操作技術などに

関する技術移転が中断し、活動に影響を与えた。

また、カウンターパートに遠距離通勤者が多く、休暇を取ることが多かったことが専門家

から指摘されている。

なお、病理検定分野の長期派遣専門家が赴任中に逝去されたが、カウンターパートの努力

と追加的な短期専門家の派遣により、技術移転は大きな支障なく行われた。

(2)  施設と機材の投入

日本側からは主に検定室機材が投入された。一方、スリ・ランカ側からは、本プロジェク

トに先立つ無償資金協力により供与された国立植物検疫所（NPQS）の施設と機材が投入さ

れた。また、キャンディの農業局において、専門家が利用できる執務スペースが提供された。

専門家の指摘によると、投入された施設と機材の多くは、本プロジェクトの活動に効果的

に利用された。しかし、たとえば各種のくん蒸施設など、一部に重複や不足があり、本プロ

ジェクトで予定した技術移転の範囲と施設の内容が異なる場合があった。

また、専門家およびカウンターパートの多くが指摘するところによると、スリ・ランカ側

の通関に時間がかかったことなどにより機材の到着が大幅に遅れることがあったこと、ま

た、主にスリ・ランカ側の予算不足と物資調達の遅さにより機材の故障や不調が長期間放置

されることが多かったことが、活動の遅れにつながった。

(3)  ローカルコスト負担

スリ・ランカ側からのプロジェクト運営予算配分は、初年度から第３年度にかけて大きな

伸びを示し、その後、漸増した。しかし予算配分の絶対額は、第３～５年度の平均で年間

156万ルピア（１ルピー＝２円として約320万円程度）にすぎない。また、予算執行の手続き

が煩雑で、NPQS所長でさえごく少額の裁量権しか与えられていないため、必要に応じた迅

速な予算執行は非常に難しかった。

そこで、プロジェクトを円滑に実施するために必要なローカルコストについて、日本側は

多額の支援を行ってきた。その額は５年間の平均で年間約380万円にのぼり、スリ・ランカ

側の予算配分額を上回る。このような日本側のローカルコスト支援なしには本プロジェクト

の計画的な運営は不可能であったであろう。
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(4)   カウンターパート研修

日本での研修は植物防疫所の組織的な協力を得て効果的に実施された。カウンターパート

の多くからは研修期間が短かったとの声が聞かれるが、専門家の見解によれば、必要な研修

内容や日本側の受入能力に限りがあることを考えると、設定された研修期間はおおむね妥当

であった。実施のタイミングについては「５年間という限られた期間に多くの課題を消化し

なければならないことから研修時期を前倒しにせざるを得なかった」（消毒処理分野）、

「昆虫の活発な時期に実施できればより適切であった」（害虫検定分野）などの指摘が専門

家からあった。

研修を受けたカウンターパートのほぼ全員が引き続き本プロジェクトに従事しており、研

修の成果は十分プロジェクトに還元されている。さらに準高級研修を受けた農業土地省幹部

３名は、１名が次官に昇任、他の１名は1999年１月まで農業局長、種子証明植物防疫セン

ター所長であった１名は前者の後任として1999年１月に農業局長に昇任しており、これが今

後の本プロジェクトに対する農業土地省の支援強化につながることが期待される。

(5)  プロジェクトマネージメント

本プロジェクトのスリ・ランカ側プロジェクトダイレクターとプロジェクトマネージャー

は、カツナヤケ空港にあるNPQSから100km以上離れたキャンディに勤務しているが、専門

家リーダーと調整員は毎週キャンディに出向き、定期的な会議を持った。後に、この会議は

隔週にコロンボとキャンディで持たれることになった。また、専門家とカウンターパートは

日常的に密接なコミュニケーションを継続してきた。以上の努力により、全体としては柔軟

かつ的確なプロジェクト運営が行われてきた。

しかし、スリ・ランカ側の運営予算が十分でないこと、また支出行為に関する手続きに非

常に時間がかかり、そのことがプロジェクトの計画的な運営にとって深刻な脅威をもたらし

ている。このままの状況で本プロジェクトが終了した場合、スリ・ランカ独自で活動を継続

することが困難になることも想定される。

(6)  その他の影響要因

ほとんどの長期・短期専門家の派遣元として、また研修員の受入先として、日本の植物検

疫所は本プロジェクトに対する組織的な支援を行ってきた。この支援により初めて、本プロ

ジェクトへの計画的で適切な専門家と研修の投入が可能になったといえる。

日本側が期待するほど円滑に活動が進められない要因のひとつとして、専門家から、いわ

ゆる「スリ・ランカ流」の仕事の進め方があげられた。具体的には、職責が細分化されてい

るため担当者不在の場合に迅速に対応できないこと、自分の権限を超えるところには手を出
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さず上への要望・要求などが出にくいこと、自分に直接かかわってこない問題に対しては積

極的に活動しないこと、などである。また行政面についても、上司に拒否されてもその上へ

の「直訴」をしない、文書決裁は１段階ずつの個別文書による決裁で、権限のある者がいな

いとほとんど「代決」がない、などの慣習が活動効率を制限していることが指摘された。

６－３　インパクト

本プロジェクトは基礎技術の移転が主な目的であったが、すでに植物検疫業務の改善に一定の

インパクトを与えている。また、植物検疫に関する法制度や組織体制の整備にも間接的なインパ

クトがみられる。

(1)  植物検疫業務に対する技術的インパクト

本プロジェクトにより実施された基礎的な研修により、空港・海港の植物検疫官は害虫検

定、病理検定、消毒処理に関する基礎知識をある程度習得することができた。空港検疫官へ

のインタビューによると、彼らは新たに得た知識を植物検疫の実務に応用しており、研修は

検疫の改善に有用であったと報告している。ただし、調査期間の制約もあり、どのような知

識が新たに活用されているかについては十分に確認できなかった。

また、空港の検疫官はNPQSとの連携を深めつつあり、空港検疫所の１次検疫で同定でき

なかった植物をNPQSに持ち込み精密な検定を依頼したり、カウンターパートが空港検疫所

に出向くことを依頼するケースが増加している。これにより、空港検疫所でより正確、迅速

に検疫業務が行われるようになった。一方、海港検疫所との連携は距離が遠いこともあり、

空港ほど頻繁ではないが、協力関係が進んでいる。

このように、本プロジェクトを通してカウンターパートに移転された検疫技術の一部は、

既に現場での検疫業務に活用されはじめている。今後は、すでに提言されているように、

検疫官を対象とした研修プログラムを準備し、適切な教材を用いた体系的な研修を実施して、

検疫官への技術移転を進めることが重要である。ただし、後述するように、法制度の整備、

植物検疫に関する組織体制と財源の強化、関連政府機関・輸出入業者・一般大衆などへの

情報普及など、その他の重要な課題にも同時に取り組まなければ、移転された技術をフルに

活用して検疫措置を大幅に改善することは望めない。

なお、本プロジェクトにより移転された植物検疫に関連する技術の中には、一部、すぐに

は利用できない技術も含まれていたが、輸出できるようにする技術を植物検疫所が保持した

ことをテコに、輸出できる農産物の生産体制などの整備に、スリ・ランカ側の格段の努力を

要望する。
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(2)   組織・制度に対するインパクト

農業局長の説明によると、日本からの無償資金協力により立派な設備を備えたNPQSが

建設され、多数の優秀な人材が配置され、また日本の技術協力が開始されたことがきっかけと

なり、スリ・ランカ政府の政策決定者は植物検疫に対する関心を強め、その重要性に対する

認識を深めた。その結果、法制度や組織体制の整備など、スリ・ランカの植物防疫システム

全体の見直し作業が促進されたといえる。

なお、スリ・ランカ側は、法制度と組織体制の整備を踏まえて、長期的には植物検疫

マネージメントの改善と強化が必要とされていることを認識している。本プロジェクトにお

いては、植物検疫行政全般に関する支援としては専門家が随時助言を与える程度にとどめて

きたため、これに関する特筆すべき直接的な貢献はみられない。今後、法制度と組織体制の

整備が進むにつれて、順次、植物検疫マネージメントが改善されることが期待される。

  1）植物防疫法の改正

現行の植物防疫法（Plant Protection Ordinance）は1924年に制定された。植物検疫を含め

た植物防疫業務に伴う法的権限の大要を定めており、さらに詳細な規定を示す各種の

政令、通達がこの法律に基づいて発布されている。現行の植物検疫システムは、適切な技術

の基礎がなかったため、行政手続きにより病害虫の侵入を阻止するというアプローチを

採用している。たとえば、ある種の植物は特別の許可がない限り輸入が認められない。この

ように、厳格な手続きにより輸出入のための農産物の移動が制限されてきた。また、各種

検疫処理の手数料は長年増額されておらず、非常に安い。たとえば、検疫証明書の発行手数

料はわずか10ルピー（約20円）である。

専門家の報告によれば、本プロジェクトの進渉に伴って、スリ・ランカ側は、現行の植

物検疫法規に技術的・科学的要素が含まれていないこと、そして、本プロジェクトにより

習得した技術と法規定をどう結合させて検疫精度を向上させればよいか、を真剣に考える

ようになってきた。

植物防疫法の改正作業は1997年に開始された。農業土地大臣に指名された政府・民間の

合計18名の委員が構成する国家植物検疫委員会（National Plant Quarantine Committee：Ag-

riculture Research Councilのもとに設置）が法案の準備に参加した。本プロジェクトはこの

委員会に合計３名のカウンターパートを参加させているほか、専門家が日本の法制度の資

料を提供するなど、その作業に技術的に貢献してきた。農業土地省の説明では、新たに制

定される植物防疫法（Plant Protection Act）の法案はすでに閣僚会議に提出済みで、早けれ

ば1999年２月にも成立の見通しである。

今後は、新たな植物防疫法に基づいて各種の政令・規則を制定するための準備作業が進
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められる予定である。政令・規則は農業局長が発令するものであるが、本調査では、誰が

どのようなスケジュールでその準備作業を進めるかについて具体的な情報を得ることはで

きなかった。上記の国家植物検疫委員会が重要な役割を果たすことになると思われるが、

農業局長から調査団に対して関連する専門家の派遣を希望する旨が表明されたことから推

測して、その作業が必ずしも迅速に進められないことが懸念される。なお、農業局長から

は、政令・規則の制定にはさまざまな国際基準、外国の基準などに関する情報を収集整理

して技術的に検討する作業が必要であるが、それをできる能力を持った人材が十分にいな

いとの話があった。

いずれにせよ、本プロジェクトにより移転された技術が植物検疫の実務に活用されるた

めには、検査基準、消毒基準を含む各種の技術基準が定められる必要があり、それには

適切な政令と細則の制定を待たなければならない。

  2）国立植物検疫所（NPQS）を中心とした組織体制の整備と強化

無償資金協力の計画段階では、NPQSはスリ・ランカの植物検疫行政の中心機関となる

ことが想定されてきた。事前調査報告書においても「NPQSが完工の際には、カツナヤケ

国際空港およびコロンボ海港にある植物検疫所を含め、全国の植物検疫関係機関をその

傘下に置くこととなっている。また同時に、現在の種子証明・植物検疫部（現・種子証明

植物防疫センター：Director of Seed Certification and Plant Protection Centre）にある植物防疫

課はNPQSに取り込まれ、主任植物検疫官が所長に就任することとなる」と理解され、ス

リ・ランカ側ともそのように合意していた。

しかし、実際には植物検疫行政のマネージメント機能は相変わらず種子証明植物防疫

センターのあるキャンディに置かれ、隣接するカツナヤケ空港の植物検疫所が、予算上、

NPQSの傘下に置かれたのみである。

日本側は、NPQSに中心的な位置づけを与えることに関して、計画打合せ調査団、巡回

指導調査団などを通じて繰り返しスリ・ランカ側に働きかけてきた。スリ・ランカ側の説

明によると、いまだに実現できないのは、NPQSに十分な行政スタッフが配属されていな

かったこと、組織改正には閣僚会議レベルの承認が必要なことなどが主な理由であった。

本調査団に対する説明によると、農業土地省は冒頭に述べた組織改正を前向きに検討し

ている。現在の規模ならば、NPQSを種子証明植物防疫センターの下に位置づけ、空港・

海港の植物検疫所を含む植物検疫部門全体を統括する自律的な機関（full autonomous

unit）に格上げすることは適切であり、そのように閣僚会議に対して提案する予定とのこ

とであった。

以上の組織改正の動きは遅々としたものであるが、本プロジェクトの存在により促進さ
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れてきたことは確かであり、その意味で、本プロジェクトによる間接的なインパクトだと

いえる。

(3)  その他のインパクト

本プロジェクトは、究極的には農産物の輸出入の振興とそれによる農業開発の促進に貢献

することを目標としているが、そのようなインパクトを評価するには時期尚早である。

環境面では、現在のところ、排出ガス、排水などによる環境汚染は生じていない。今後、

くん蒸量の増大などが進めば、何らかの対応が必要となるかもしれない。

６－４　計画の妥当性

本プロジェクトの上位目標とプロジェクト目標はスリ・ランカの農業セクターの政策目標を

支援する一定のニーズに基づいており、適切に設定されている。しかし、以下に述べるように、

本プロジェクトの実施や、その成果が有効に活用されるかどうかを大きく左右するさまざまな外

部条件があり、そのなかには現時点でも満たされていないものがある。したがって、本プロジェ

クトの一部について、その実施に時期尚早な面があったことは否めない。計画立案時に、このよ

うな外部条件やニーズの緊急性に対して十分に注意を払う必要があった。

(1)  上位目標

検疫技術が低いことから、1869年の赤サビ病によるコーヒーの壊滅的な被害、1946年の餅

病による紅茶の被害、1971～72年のハムシによるココナツなどの被害など、これまでスリ・

ランカは何度も重大な被害を与える病害虫の侵入を許してきた。今後、貿易の活発化による

輸出入の増加に伴い、こうした侵入病害虫の危険がさらに高まることが危惧されている。ま

た、これまでの厳格で手続き的な検疫システムは、海外からの新作物・新品種の輸入や果

実・切り花・観葉植物などの輸出振興にとって大きな制約となってきた。

スリ・ランカにおいて農業は中心的な産業であり、農産物輸出による外貨獲得は国家政策

の重点目標のひとつである。また、農業セクターの開発政策において重視されている農業生

産の多様化のためには、諸外国からの優良種苗の導入が不可欠である。したがって、本プロ

ジェクトの上位目標「スリ・ランカにおける植物検疫業務が効果的・効率的に実施される」

はスリ・ランカの農業セクターを支援する一定の重要性を持つといえる。

ただし、農産物の輸出振興や農業生産の多様化を実現するためには、植物検疫体制の改善

以外にも多くの条件を整える必要があることに注意する必要がある。たとえば、マンゴーの

消毒処理技術に関してすでに指摘したように、良質で均一な熱帯果樹類の生産技術の開発と

普及、効率的な集荷体制の整備など、国外市場に受け入れられる農産物を生産・集荷できる
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条件が整って初めて消毒技術の改善が意味を持つ。したがって、植物検疫に関するプロジェ

クトを計画する際には、農業セクターにおける生産技術開発、普及、流通・加工という流れ

全体のなかでの整合性と一貫性に十分配慮することが望まれる。

(2)  プロジェクト目標

本プロジェクトでは、植物検疫に関する基本的な技術をスリ・ランカに移転することが主

な目標とされた。植物検疫体制改善の第一歩として基礎技術は不可欠である。その意味にお

いて、この目標設定は適切であったといえる。

全検疫官に対する基本的研修は実施されているので、終了時までに研修プログラムの作成

を終わるなど、格段の努力が必要である。そこで、プロジェクト終了後は、カウンターパート

に移転された技術が実際の検疫業務に活用されるように、スリ・ランカ側の努力により

検疫官の研修を着実に実施する必要があるとともに、カウンターパートと検疫官との人事交

流も考慮する余地があろう。

また、本プロジェクトの成果がスリ・ランカの植物検疫システムの改善に活用されるため

には、検疫官や関係機関に対する研修、法制度や組織体制の整備など、本プロジェクトで

カバーされなかった多くの重要課題が解決される必要がある。日本のこれまでの援助は施

設・設備の供与と基礎的な個別技術の移転が中心であったが、農業局長や農業土地省次官な

どへの助言によって、法律が改正される運びとなった。今後この面でのより細目（検査基

準・消毒基準の作成等）の支援を行うことが期待される。

(3)  活動計画

  1）技術移転コンポーネント

本プロジェクトの技術移転の範囲は、スリ・ランカの検疫業務を向上させるために必要

な分野をほぼ網羅した。スリ・ランカ側からはカイガラムシ、コナカイガラムシなどにつ

いても技術移転が必要であるとの意見が出されたが、カウンターパートはすでに基本的な

技術を習得しており、その応用でこれらの害虫についても独自に技術開発を行うことが可

能である。

一方、移転された技術のなかには、一部、すぐには利用できない技術も含まれていた

が、輸出できるようにする技術を植物検疫所が保持したことをテコに、輸出できる農産物

の生産体制などの整備に、スリ・ランカ側の格段の努力を要望する。

  2）研修コンポーネント

研修コンポーネントについては、事前調査で想定された研修対象者の範囲がプロジェク
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ト実施の過程でかなり絞り込まれた。研修の開始時期も大幅に遅れている。結果的にみ

て、最初の計画は研修対象者の設定が過大でスケジュールにも無理があったが、一般に、

途上国においては日本と同じスピードで活動を展開することは困難であり、まして新たに

設立された組織での活動はさまざまな障害に直面することが多い。他の技術協力プロジェ

クトなどの例を参考に、より現実的なスケジュールを考えるべきであった。

また、実務のための研修を行う際には技術が確立されているだけでは不十分で、法制度

を含むスリ・ランカの植物検疫システム全体のフレームワークが明確にされていることが

重要である。しかし、法制度の整備は時間がかかる作業であり、植物防疫法の改正でよう

やくその第１歩が踏み出された段階にすぎない。さらに、農業技術指導員・病害虫防除員

への研修を含めた背景には、検疫官だけでは将来増加する検疫需要に対応できなくなるこ

とが予想されていたが、実際には、近い将来にそのような事態が生じるとは考えにくい。

計画作成時において、研修が実施できるための諸条件とその実現の可能性やタイミングに

ついて、より注意を払うべきであったといえる。

６－５　自立発展性

(1)   財政的・組織的側面

「６－２　実施の効率性」で指摘したように、本プロジェクトに対するスリ・ランカ側の

予算配分はこれまで非常に厳しい状況にあり、日本側の財政支援を得てようやくプロジェク

トが実施されてきた。日本側からはスリ・ランカ側の予算配分額を上回る金額のローカルコ

スト負担が行われており、相当額の実質的な支援が行われてきた。特に、無償資金協力を通

じて供与された機材の運用と維持管理には適切な予算配分が不可欠である。

以上の指摘を受けて、農業土地省次官は合同調整委員会において合同評価チームに対し、

プロジェクト終了後も必要な予算を配分するとのコミットメントを表明した。とはいいつつ

も予算配分の仕組み上、NPQSの組織体制上の地位を上げることなしには予算の適切な配分

と迅速な執行が期待できないので、NPQSの予算管理上の権限を拡大することが重要である。

本調査団に対する農業土地省の説明によると、スリ・ランカ側は、次官の発言にもみられ

るように、植物検疫に関する財政を改善するための努力を行っている。NPQSの予算権拡大

については、今年度から初めてNPQS所長が調達委員会の委員長に就任することとなった。

また、検疫処理手数料の値上げによる増収を利用して、例えば植物検疫基金（Plant Quaran-

tine Trust Fund）を創設し、植物検疫業務の財源にすることが、農業局長から農業大臣に対し

て提案され、省内部で検討されている。

また、組織強化については「６－３　インパクト(2)  の２）」項で述べたように、NPQSを

中心とした植物検疫マネージメントの強化が期待されている。農業局長は本調査団に対し、
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現在キャンディを中心に一元的に行われているスリ・ランカの植物検疫マネージメントを、

将来は、新たに得られた技術的基礎を活用し、その中心をNPQSに移しかつ分散化させる方

向で強化したいとの考えを表明した。

合同評価チームは評価報告書において、プロジェクトの自立発展性を高める観点からス

リ・ランカ政府に対して財政面および組織面の強化を勧告した。しかし、これまで日本側の

見通しが必ずしもそのとおりに実現してこなかった経緯を考えると、今後も引き続きスリ・

ランカ側の適切な努力を促していくことが必要である。

(2)  技術的側面

専門家やカウンターパートの自己評価およびカウンターパートとのインタビューの内容か

ら判断すると、カウンターパートは移転された技術を十分にマスターしているので、カウン

ターパートが定着すれば、NPQSが技術を維持することは十分可能であると考えられる。ま

た、移転された技術はマニュアルに蓄積される予定なので、カウンターパートが交代した場

合でもある程度の維持が可能であろう。しかし、NPQSでは新任の技術者に対する研修シス

テムがないために、内部での知識と技術の共有は必ずしも適切に行われていない恐れがあ

る。そこで、NPQSの新任技術者に対する内部研修を充実することが望ましく、合同評価報

告書においてもこの点を指摘した。

また、植物検疫に関する知識を更新し技術開発を継続できるためには、常に国際的な最新

技術情報にアクセスできることが重要である。この点、これまでは専門家がさまざまな書籍

を提供したりインターネットに接続するなどして必要な情報を入手できたが、NPQS自体は

インターネットへの接続がなく、また学術誌も購読していない。本プロジェクト終了後、

NPQSが移転された技術を更新し、また応用してスリ・ランカに必要な技術開発を継続でき

るためには、国際的な技術情報を利用できるようにすることがきわめて重要である。そこ

で、合同評価チームはこの点を指摘し、インターネットへの接続、学術誌の定期購読、ライ

ブラリーの充実など、必要な措置をできる限り早く講ずるように勧告した。

(3)  設備と機材の維持管理

各種設備・機材の日常的な維持管理のために、NPQSは技師（an engineering foreman）を１

名雇用している。NPQSの説明によると、この技師は建物、水道、電気配線など一般的な維

持管理はできるが研究開発機材の修理には必ずしも対応できないとのことである。農業土地

省では管轄下の各部局の機材維持管理のために、より高度な保守・修理を行える要員を抱え

ているが、現在、そのような要員はキャンディにのみ配置されていてコロンボには配置され

ていない。農業局の説明によると、コロンボ周辺の複数部局を担当する保守・修理担当要員
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少なくとも１名を、なるべく早い時期に配置したいとのことであった。

また、研修開発機材の維持管理・修理については、すでに述べたようにカウンターパート

は一定の知識と技術を習得しているので、ある程度の対応が可能であるが、一部機材の本格

的な保守作業と修理に関してはメーカーのサポートを得なければ不可能である。そこで、本

プロジェクト終了までにそのためのチャンネルを確立することが重要である。

なお、設備と機材の維持管理のためには適切な予算が確保できることが前提であり、今後

のスリ・ランカ側の対応を注視していく必要がある。

(4)  上位目標達成の見通し

上位目標は「スリ・ランカにおける植物検疫業務が効果的、効率的に実施される」ことで

あり、より具体的には「効果的な検疫措置を用いた適切なペスト・リスク・マネージメント

により、輸出入のための農作物の移動の安全性が確保される」であったと考えられる。プロ

ジェクト目標が達成されることにより、スリ・ランカは検疫措置を効果的なものとするため

に必要な技術的基礎を得るであろう。しかし、これが適切なペスト・リスク・マネージメン

トによる輸出入のための安全な農作物の移動に結びつくためには、すでに指摘したとおり、

以下のような重要課題に取り組む必要がある。

・利用可能な植物検疫技術を活用するための適切な政令と細則の制定

・現場の検疫官に対する体系的な技術移転と制度・技術マニュアルの作成

・NPQSを中心とした植物検疫マネージメント組織体制の強化とそのための財源確保

・NPQSにおける最新の国際的な技術情報へのアクセスの確保

・関連政府機関、民間輸出入業者および一般大衆の意識の向上

合同評価チームは上記の諸課題が重要であることを指摘したうえで、スリ・ランカ政府が

適切な措置をとるように勧告した。課題は技術、組織体制、財政、広報など多くの分野にお

よんでおり、スリ・ランカ側に相当の努力が求められている。科学的・技術的なアプローチ

による植物検疫の歴史がほぼゼロに等しいスリ・ランカにとって、これらの課題を解決し適

切なペスト・リスク・マネージメントを実現するまでのハードルは決して低くないと考えら

れる。本プロジェクト終了後は、JICA現地事務所、大使館などを通してスリ・ランカ側の適

切な対応を促すとともに、追加的な技術支援の必要性・可能性にも注意を払う必要があろ

う。
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第７章　総括

７－１　結論

本プロジェクトの活動について、日本、スリ・ランカ合同評価チームにより評価を行った結

果、以下の結論となった。

(1)  本プロジェクトの活動は、討議議事録（R/D）、暫定実施計画（TSI）に沿っておおむね計

画どおりに実施され、プロジェクトの目標は1999年６月のプロジェクト期間終了時までに

はおおむね達成されると評価できる。

(2)  病理、害虫の検査および処理技術については、さらなる技術の改善、発展のための課題は

残るものの、基本的な技術は移転されたとみられるため、今後のスリ・ランカ側の継続的

な活動によって成果が出ることが見込まれる。

(3)  このため、本プロジェクトは当初の協力予定期間をもって終了する。

(4)  プロジェクト終了後は、スリ・ランカ側の行財政上の努力により、本プロジェクトの成果

をもとにスリ・ランカの植物検疫制度の確立、ならびにスリ・ランカの農業発展に寄与す

ることを期待する。

７－２　提言

プロジェクトの成果を終了後も維持し発展させていくため、以下について提言を行った。

(1)  植物検疫官に対する研修の実施

海港・空港の植物検疫官が適切な知識と技術を体系的に得られるように、残された期間に

組織的な研修プログラムを準備する必要がある。同プログラムの実施期間は、国立植物検疫

所（NPQS）が定め、必要な予算措置をとったうえで実施する。準備のために、研修のため

のワーキンググループを作り、全体的な調整を担当するカウンターパートを任命する必要が

ある。

日本側専門家は、研修対象者の業務と能力に応じた研修内容と研修手法の選定、検疫現場

で技術マニュアルとして活用できる研修教材の作成について、カウンターパートと協力すべ

きである。研修に関する計画、実施、評価のために必須のノウハウを確実にカウンターパー

トに移転するために、作成された研修プログラムの一部をプロジェクト終了までに実施する
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ことが非常に望ましい。

研修の内容は、利用可能な技術の範囲や検疫官の現在の能力のみを考慮して決めるのでは

なく、関連する政令や細則との調和を考えて決める必要があるが、現時点では政令や細則は

まだ定められていないことから、研修の内容を決定するにあたっては、検疫官が取るべき望

ましい検疫措置が何であるかを検討する必要がある。

(2)  NPQSへの適切な予算配分

機材の適切な維持管理と技術開発・技術サービスの継続のために、NPQSへの適切な予算

配分が必要である。適切な予算措置が講じられなければ、日本の無償協力・技術協力により

供与された施設・機材や技術的な能力が維持されない恐れが強い。農業土地省が現在計画し

ているNPQSの組織上の格上げと予算権限の拡大をできる限り早期に実現することが強く望

まれる。また、スリ・ランカ政府は検疫手数料を正当な水準に値上げし、例えば植物検疫基

金を創設することにより、独自の財源を確保することを検討する必要がある。

(3)  政令と細則の制定

本プロジェクトで移転された技術を検疫現場で十分に活用し効果的な検疫措置を実施する

ためには、検査基準、消毒基準などを含む必要な技術内容を含めた政令と細則の体系を制定

することが必要である。新たな植物防疫法の制定に引き続いて、スリ・ランカ政府は、ただ

ちに体系的な政令と細則の制定作業を開始すべきである。そのために、プロジェクトを通し

てNPQSが獲得した技術資源を、十分活用すべきである。

(4)  植物検疫マネージメント

NPQSを中心とした国家植物検疫マネージメントの組織体制整備に向けて、スリ・ランカ

側は継続的に努力を続けるべきである。

(5)  最新の国際的技術情報の利用

技術移転を受けたカウンターパートが知識と技術を向上させ、独自に技術改善を継続でき

るように、NPQSにおいて、植物防疫関連の最新の国際的な技術情報へのアクセスを確保す

べきである。その方法として、スリ・ランカ政府は、たとえばインターネットの利用、学術

誌の購入、図書室の強化、他の研究機関との技術交流や共同研究の推進などの効果的な措置

を早急に講ずるべきである。
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(6)   植物検疫についての情報普及活動

関連政府機関、輸出入業者、消毒処理業者や一般大衆の理解と協力なしには効果的な検疫

業務は行えない。NPQSは、広報活動をさらに強化すべきである。NPQSは、パンフレットや

技術的出版物の作成、関係機関の職員を対象としたセミナー、見学日の開催などの情報普及

活動を強化すべきである。

(7)  害虫検定技術の開発

病理検定と害虫検定分野のほとんどは、本プロジェクトにより十分にカバーされた。しか

し、今後、カイガラムシとコナカイガラムシの検定技術を重視すべきであり、そのために、

NPQSは本プロジェクトを通して獲得された技術能力を十分に活用すべきである。

(8)  関連技術分野の人材養成

NPQSが円滑に機能し、活動を維持できるように、今後採用されるNPQS職員の技術・技

能を向上させるための措置が講じられるべきである。

７－３　教訓

本プロジェクトは日本側とスリ・ランカ側双方の関係者の努力により、大きな成果をあげたと

評価できる。その要因としては、多くのことが考えられるが、特に、今後の他のプロジェクトの

実施にあたって教訓となるような事項としては、以下の点があげられる。

(1)  成果が導かれた要因

1）長期専門家のうち、２名がプロジェクト発足前から個別派遣専門家として派遣されてお

り、プロジェクトの立ち上がりが早かったこと。

2）日本側専門家のリーダーとスリ・ランカ側のリーダーがお互いに連携してリーダーシップ

を発揮したこと。また、スリ・ランカ側のリーダーが植物検疫の重要性をスリ・ランカ側

で最もよく理解しており、プロジェクト期間中異動がなかったこと。

3）スリ・ランカ側カウンターパートの日本研修について、日本側植物検疫機関が全面的に

バックアップし、円滑に受入れたこと。また、研修時期、内容ならびに研修期間が適切で

あったことから、帰国後、カウンターパートが中心的に活動したこと。

4）カウンターパートが比較的粒揃いであり、講議でしか知らなかった技術を自らのものとし

て習得できたこと。

5）無償供与された施設、機材が有効に活用され、必要消耗品も十分供給されたこと。

6）各派遣専門家が、カウンターパートとの相互理解に努め、仕事に臨む態度の涵養やスリ・



－ 44－

ランカ国内だけではなく外国に目を向けることの重要性などについて理解を深めるよう努

力したこと。

(2)   推進を阻害した要因

1）R/Dでは技術協力によって供与される機材は無税となっているが、供与を受けるスリ・ラ

ンカ側機関（農業土地省）が供与機材の課税額に見合う予算を大蔵省に要求し、了解され

たあるいは相当額の予算が配分された旨の文書を税関に提示して初めて貨物が受領でき

た。機材のコロンボ港到着からプロジェクトへの搬入までに３カ月以上を要した。

要請してから機材がプロジェクトに到着するまでに上記の事情および日本での調達手続

きに時間がかかり、当該年度の技術移転計画に必要な機材が当該年度に到着しなかったこ

と。事情がわかってからは、１年先の技術移転計画を見越して必要な機材要請をした。

2）カウンターパートの頻繁な異動（特にプロジェクト前半）と、カウンターパートの多くが

植物検疫行政または実務の経験がない者であったこと。

3）スリ・ランカ側の慢性的な予算不足、機材修理技術の不足は、必要品の購入や修理の遅延

の原因となったこと。

4）NPQSに関係学術文献の蓄積がなく、専門家が日本から持参した文献・資料に頼ることが

多かったこと。

(3)  教訓

プロジェクト方式技術協力にあっては、計画の妥当性が大切である。あらかじめ十分な検

討が行われておれば、さらに効果があげられたのではないかと考えられる点は以下のとおり

である。

技術移転の範囲は、スリ・ランカ側の検疫技術を向上させるために必要な技術を網羅して

おり、計画は妥当であった。しかし、プロジェクト開始後に判明したことであるが、スリ・

ランカにおいては先進諸国に輸出できる良質で均一な果物の生産、集荷、流通・保管体系が

整備されていなかったため、標準消毒法開発試験に必要な均一な品質・規格と十分な数量の

果物が確保できなかった。処理技術移転そのものは、期間内に終了のめどが立っているが、

熱帯果樹類の品質の向上と良質で均一な果樹類の生産技術などが整備され、輸出体制が整備

されてから、また、バラ積み穀物などに対するリン化水素くん蒸施設がなかったこととあわ

せて処理技術の必要性が高まってから技術移転したほうがより効果的であったと考えられる。
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資　　　料

１　ミニッツ

２　関連機関組織図

３　カウンターパート配置一覧

４　供与機材利用・管理状況表

５　改訂植物検疫法

６　検定基礎技術出版物（２種・表紙のみ）

７　質問票に対する回答
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